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１）事前の備え
　東日本大震災前から宮城県においては、1978 年に発
生した宮城県沖地震の再発生確率が「30 年以内で 99
％」1）とされていたため、当時災害対応担当を担う医療
社会事業部長であった筆者は、石巻赤十字病院でもリア
ルに備えることが必要と考えた。災害が起こった時に、
被災地病院としてまず最も大事なことは、迅速な初動対
応と被災者の受け入れ体制の確立であるため、石巻赤十
字病院では 2007 年暮れにリアルで使いやすい災害対応
マニュアルに改定し、さらに 2008 年 1 月より机上を含
め 3 回の災害対応訓練を行い、その都度マニュアルを手
直しした。また災害時に必須な関係機関との連携体制を
構築する目的で、行政のみならず消防、保健所、警察、
自衛隊、医師会、近隣病院、などの関係機関の実務担当
者を集めた「石巻地域災害医療実務担当者ネットワーク
協議会」を立ち上げた。企業とも同年 9 月、NTT ドコ
モショップ石巻店、積水ハウス、四粋会（石巻市内の飲
食店の寄り合い）と災害時の応援協定を結んだ。
２）発災後の対応
ⅰ）院内対応
　当院のマニュアルに従って、すぐに院内災害対策本部
が立ち上がった。免震構造の石巻赤十字病院の物的被害
は軽微で、自家発電機能も動き、ガス以外は検査機器を
含めてほぼ無傷であった。職員や入院患者も全員無事で
あった。
　通常診療をすべて中止し、院内にトリアージエリアを
展開して全ての来院被災者に対応した。通常外来を再開
したのは 2011 年 4/4 で、それまでのべ 8672 名を診療
し、予定入院・予定手術を再開したのは 5/9 であった。
　浸水地域の医療施設・薬局がほぼ機能停止したため、
石巻赤十字病院に薬の処方を求める被災者が殺到した。
そこで病院正面入り口付近に対面式の処方専用ブースを
設け、診察を簡略化し、次々に希望薬を処方した。
ⅱ）現状把握のための情報収集
　発災当初、情報通信機能障害のため、包括的な被災情
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キーワード　東日本大震災　医療救護　災害医療コーディネーター　石巻圏合同救護チーム　災害医療 ACT 研究所
1 東北大学病院　総合地域医療教育支援部
宮城県災害医療コーディネーター
石巻赤十字病院　病院長特別補佐
特　　集
石巻医療圏における東日本大震災への対応と次への取り組み
石井　　正 1
豊田看護大学紀要 10巻 1号　2015
― 4 ―
報が得られなかった。発災当日夜に既に石巻赤十字病院
に自主参集していた複数の支援救護チームへ、自衛隊等
からのリクエストに応える形での散発的救護活動を指示
した。これにより、3/15 の時点において、石巻市役所
は水没しその行政機能が著しく低下していたうえ、石巻
市および東松島市の内陸部を除き、石巻医療圏はほぼ壊
滅していることがわかった。3/16 に石巻市・東松島市・
女川町内には避難所が 313 か所あることもつかんだが、
避難所の状況の詳細については行政も保健所も情報がな
かったため、我々自身で避難所すべてを直接訪れて、避
難者数と避難者の健康状態に関する情報の他に、食料・
飲料水の提供状況、電気・上下水道の利用可否、毛布、
暖房の有無、トイレの衛生状態、などの項目が含まれた
環境アセスメント（図１）を行い、状況を評価したうえ
で救護チームの運用方針を決めることにした。3/17 よ
り初期のアセスメントをスタートし、3 日間で終了した。
災害救護ニーズは毎日変化するため、その傾向を把握す
る目的に、それ以降も各支援救護チームに対し、避難所
巡回のたびのアセスメントデータ更新を依頼し、時系列
に沿って全データを集計・保存・整理した。
ⅲ）救護活動体制の構築
　震災発災当初、石巻医療圏に自主参集した全国からの
支援救護チームの活動の統制がとれておらず、効率的で
はなかったため筆者は「宮城県災害医療コーディネータ
ー」としての立場から、宮城県庁・地元行政・東北大学
病院・医師会・薬剤師会等と直接調整し、救護活動権限
を委任して頂き、石巻での活動を希望するすべての救護
チームを束ねる「石巻圏合同救護チーム」を 3/20 に立
ち上げた。
　また石巻圏は広く、単一の本部が活動を統括する「中
央集権体制」では長期的対応は困難であったため、3/28
より石巻医療圏を救護ニーズに基づき 14 のエリアに分
け、各エリアに 3 ～ 5 チームを振り分け、それぞれのエ
リア内の避難所巡回等の救護活動については、我々が指
名した「幹事チーム」に自由に統括してもらうシステム
を導入し、「エリア・ライン制」と名付けた（図 2）。「ラ
イン」とは、支援チームを派遣する側の組織に活動が途
切れないようリレー方式で救護チームを順に派遣する方
式を指す。ライン化が不能な組織には可能な範囲での支
援をお願いし、「スポット」とした。但し、毎日本部で
の各チームリーダーによる全体ミーティング出席と、ア
セスメントシートの提出のみは義務付け、方針や情報の
共有を図った。実際には、ほぼすべての支援救護チーム
が毎日のミーティングに自主的に参加した。9/30 に終
了するまで登録のべ数にして 955 の救護チームが全国か
ら合同救護チームに参加した。
ⅳ）救護活動の実際
① 圏内で唯一ライフラインが保たれた施設であった石巻
図 1　アセスメントシート
図 2　エリア・ライン制
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赤十字病院には、被災者が殺到した。そこで 3/15 に
蛇田中学校内、3/16 より専修大学内の 2 か所に定点
救護所を設けて支援救護チームを毎日派遣し、石巻赤
十字病院の過度な負担の軽減を図った。ニーズがなく
なり 4/10 に閉鎖するまで、両救護所併せてのべ 3704
名を診療した。
② 食料不足の避難所が 35 か所あることを把握したため、
この情報を行政に提供し、行政の対応を引き出した。
③ 震災により上下水道が途絶したため、被災者は手も体
も洗えない、避難所の掃除もできない、汚物をトイレ
で流せず、紙に包んで袋に廃棄しておくしかない状況
であった。このような劣悪な衛生状況にある避難所を
100 か所認めたため、業者の協力を得て、116 台のラ
ップ式仮設トイレ（汚物を熱シールにて個包装処理で
きるトイレ）を必要な避難所に対し、避難者 50 名に
1 台を目安に設置したほか、簡易手洗い装置を、選定
した避難所 11 か所に設置した。毎日更新するアセス
メントデータで有症状者数の増加を認め、状況の劣悪
化が進んでいると思われた避難所に対しては、感染管
理認定看護師を適宜派遣して衛生改善指導を行った。
④ 亜急性期以降は、巡回避難所での常用薬の処方ニーズ
が高かったため、処方箋のみを発行し当院に持ち帰
り、それに基づき石巻赤十字病院の薬剤部が調剤を行
い、処方箋発行当該救護チームまたはメロンパンチー
ム（当院薬剤部が結成した処方薬のデリバリーチー
ム）が後日配達する仕組みを構築した。後日配達の総
処方数は 5517 名分で、メロンパンチームは処方箋
4350 枚分の薬を配達した。
⑤ 救護活動撤収のボトルネックとなる要介護者への対応
として、石巻市と定期的に協議しながら石巻市立「福
祉避難所」2 か所開設のサポートを行った。2 か所合
わせ入所者数はのべ 411 名であった。
⑥ 平時であれば自宅療養可能でも、環境の悪い避難所に
居住しているため、下痢や咳発熱などの症状が遷延す
る傾向を認めた災害弱者に対し、「質のいい避難所：
ショートステイベース」（石巻市認定）を開設した。
7/22 に終了するまでのべ 320 名を収容した。
⑦ 旧北上川以東の地域は地盤沈下による高潮が発生し、
下水復旧が遅れるなど回復が遅延していた。在宅被災
者も多数認めたため、在宅の被災者も利用できるよう
に地域内に計 4 か所の定点救護所を設け対応した。
7/30 までにこれらの救護所を徐々に閉鎖したが、の
べ診療患者数は４か所あわせて 9348 名であった。ま
たこの地域の被災者の交通の足が問題になったため、
イオン石巻店に無料支援バス運行を依頼した。6/14
～ 7/19 までのべ 2480 名の住民が利用した。
⑧ 石巻市の雄勝地区と北上地区は、石巻市立雄勝病院、
橋浦診療所、その他すべての両地区の医療機関が被災
したため無医地域となった。そこで、避難所巡回診療
のほかに、両地区に各々定点救護所（雄勝地区：大浜
図 3　避難所 / 救護所受診者の症状推移
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救護所、北上地区：橋浦救護所）を設け、毎日救護チ
ームを派遣して両地区を支援し、雄勝地区はのべ
3180 名、北上地区はのべ 3803 名を診療した。
⑨ 救護の目的は、あくまで被災者の自立支援であり、過
剰な救護は、被災者の生活不活発病を惹起し、むしろ
逆効果と考え、開業医の再開など、医療復興ととも
に、徐々にコントロールする避難所数を減らしていっ
た。
ⅴ）救護活動の終了
　2011 年 9/30 に活動を終了した。参集した救護チーム
は、登録延べ 955 チーム、カバーした避難所数は最大
328 ヶ所（46480 名）、避難所や定点救護所で診療した
延べ人数は 53696 名であった。これらの活動がどのくら
い避難所の衛生環境の改善に寄与したかは不明である
が、我々がモニターしていた全避難所の有症状者（発
熱、下痢、嘔吐、咳、インフルエンザ、呼吸器疾患）数
の推移を見ると、6 月下旬ごろまでには有症状者はほぼ
認めなくなった（図 3）。石巻医療圏内で感染爆発や感
染症の蔓延は認めなかったと思われる。これらの活動を
行う上で、膨大な事務作業量をこなすマンパワーとし
て、日本赤十字社がのべ 1173 名もの本部事務支援要員
をリクルートしてくれたこと、22 名もの「参謀」たる
災害医療の専門家集団が交替で支援に来てくれたことが
大変大きかった。
3）次の災害への取り組み
　大災害時においては、被災地域の災害医療コーディネ
ート本部が有効な機能を持つことが最も重要であると考
える。その求められる役割は、
① 平時からの関係機関との連携・迅速な初動体制確立の
ための準備
② 県や地域における災害時の活動権限の調整
③ 支援救護チームの一元化・本部体制の迅速な確立
④ 情報通信機能を含む有効な本部機能の確保
⑤ 情報の効率的収集・管理・分析
⑥ ニーズに応える的確な施策の実行
⑦ 地元医療の復旧に従ったシームレスなフェイドアウト
　であろうが、この役割を果たすためには、情報収集通
信機能を担保し、膨大な事務処理能力を有し、的確な施
策を企画立案する「参謀機能」が必要だ。
　これを踏まえ、我々は、「災害医療 ACT 研究所（NPO
法人）」を 2012/3/11 に設立した。目的は第一に、地域
コーディネート本部運営に関する我々のノウハウを伝え
る「コーディネート研修会」を開催し、人材育成するこ
とである。2013 年度までに 9 県で開催した。今年度は
10 県で開催する予定である。第二に、石巻圏合同救護
チームに参集した参謀たる災害医療の専門家集団をプー
ル化しておき、次の災害時に速やかに被災地を支援しう
る体制を構築することである。第三に、震災時に連携し
た企業の紹介窓口になることである。
　また ACT 研究所は、災害時における情報収集機能構
築・通信機能維持を研究課題とする。そのひとつとして、
石巻圏合同救護チームでは、紙の調査用紙を用いた避難
所アセスメントをモバイル化し、効率化することを目的
とした「宮城モバイル・アセスメント・システムの基盤
構築実証事業」（宮城県第三期地域医療再生計画事業）
を 2013 度より開始した。
１） 地 震 調 査 研 究 本 部 HP http://www.jishin.go.jp/
main/p_hyoka02.htm
